





















































































































































いは､拙著 『地域開発の財政学』大月書店､1985年､第4章 ｢巨大独占体の 『地域独占』と ｢地方行財
政｣等々で公刊されている｡本稿はこうした成果をふまえつつ､さらに1995年4月から8月の間､アメ






























































































28 経営研究 第47巻 第1号
工場 ･事業所の生産設備の敷地1,385haのはか､積み出しセンター ･部品センター用地 も加え

















経営 ･工場立地戦略の画期に対応して高道 ･県道等の幹線道路網整備に追われてきた (このな
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36 経営研究 第47巻 第 1号
表 1 豊田市における教育施設､公営住宅等整備の経緯
年次 現 在 市 域 教育施設等新設 公営住宅等建設 トヨタ自動車の新工場稼動
人 口 保育園幼稚園小学校中学校 市営.県 営 公団.その他 (豊田､三好地区)
1960 104,529人 1 1 123 1 290戸 戸35220201649178 元町工場操業 (159ha､5,700人)
19612345 109,0271298320197398367 286537241 (1959年)上郷工場操業 (87ha､3,400人)
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さて､ トヨタ企業集団の地域での拡大 ･膨張期が一段落すると､ トヨタは70年代初頭の企業















42 経営研究 第47巻 第 1号
の新税の導入を断念することになった｡ところが4月にはいると､最初のわずか3日間で住民
基本台帳の人口は868人増加し､30万人を越えるのである｡ 当時の新聞はこれを､事業所税の
節約のため ｢企業の作戦勝ち?｣として報じている8)｡ しかしこの事件ほど､ トヨタ企業体の
地域支配の恐るべき力を物語ってはいないだろうか｡必要があれば､人口数の管理まで行い､
公権力の課税権までも無効にしてしまうのである｡















































































たのか (いわゆる企業の ｢立地選択｣視点)､あるいは ｢地域｣とどの様な関係をとり結ぶも







1)職業･生活研究会編 『企業社会と人間』法律文化社､1994年､第 1章 ｢『自動車不況』とトヨタの90年
代戦略｣参照
2)｢トヨタ企業体｣という用語を用いたのは､たんに経営体としての ｢会社｣のみならず､労働組合や




4)拙著 『地域開発の財政学』大月書店､1985年､第 4章 ｢巨大独占体の 『地域独占』 と地方行財政
- 自動車産業の展開と都市- ｣第37表参照





















安保哲夫 ･板垣博 ･上山邦雄 ･河村哲二 ･公文清著 『アメリカに生きる日本的生産システムー現地工
場の ｢適用｣と ｢適応｣-』東洋経済新報社､1991年､264頁｡
10)さしあたり､もっとも最近のものでは､小川英次編 『トヨタ生産方式の研究』日本経済新聞社､1994
年を参照されたい｡
